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労働契約とは、「労務を提供して、その代償として賃金を受け取る約束をする契約」であり、

この約束を書面化したものが雇用契約書となります。常識的には、雇用契約書を取り交わし

て労働契約が成立すると思ってしまいますが、判例では、当事者間に契約内容に関する具体

的意思の合致は必要ではなく、企業における労働者たる地位を取得する点について意思の合

致があれば足りる、とされています。たとえば、採用面接の結果、賃金や出勤日についての

話合いがまとまっていれば、すでに労働契約が成立していると認められるのです。 

労働契約が成立しているならば、その詳細について、早く合意しなければなりま

せん。採用の目的（雇用期間を含む）、従事させる業務の範囲、賃金、遵守義務、

解雇要件等が明確に記された雇用契約書は、採用日（契約更新）前に取り交わして

おくことが重要です。「これも雇用契約書に書いておけばよかったなぁ」というよ

うなことがないように、現在の雇用契約書内容をもう一度見直してみましょう。 

 

 

 

 

「契約書」は雇用契約に関する労使の合意内容をまとめたもので、

「覚書」はその契約書内容の一部を変更したり、契約内容の詳細につ

いて別途確認したりする場合に用いられています。実際のところ、「契

約書」と「覚書」には、法的拘束力についての違いはなく、その文書

内容によって法的な効力が決定されます。覚書だから少しくらい内容

を守らなくても大丈夫…、あるいは、覚書を繰り返し更新するような

運用をされていると、現在の労働条件等処遇が不明瞭となってしまう

ことがあり、後々問題となることがありますので注意が必要です。 

 

 

「契約書」と「覚書」 

■これからの労務管理におけるリスクマネジメント 
その２ ～ 契約書の見直し ～ 

労働契約の成立とは…？ 

契
契約書の欄外に、覚書
の管理項目を入れて
おきましょう！ 
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契約更新の有無の具体例と

しては 

・双方の申し出がなけれ 

ば、自動的に更新する 

・その時期の業務量によっ

て更新する場合がある 

・更新しない 

などになります。 

あなたの会社の契約書には

きちんと記載されています

か？ 

労働基準監督署による是正報告対応 ⇒ ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ 0120-81-4864 

 

 

 

 

 民法上、契約は口頭でも成立することになっています。雇用契約も契約の一種ですので、

もちろん口頭でも成立します。ただし、労働基準法やパートタイム労働法上、書面で労働者

に交付しなければならない事項は当然として、それぞれの企業で“これは重要！”“このこと

に誤解があってはならない”と懸念される事項については、口頭ではなく書面化しておきま

しょう。 

特に、就業規則で定めた以上の労働条件を約束している場合は、履行条件・対象期間など

について、明確に定義してください。「言った・言わない」の話で、あっせん・調停・労働審

判等に持ち込まれてしまうと、労働者有利となるケースが大半です。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アルバイト・パート社員・嘱託社員等の有期雇用契約については、契約更新の有無および

その判断基準についても明示する必要があります。特に、契約更新の有無については「雇止

め」がどうかの判断基準となります。３年以上反復継続して雇用している社員が「契約期間

満了」の理由で退職した場合、雇用保険の取扱いでは「会社都合」の退職（公的助成金・奨

励金の種類によっては、その受給資格がなくなる）として扱われますので、注意が必要です。 

なお、社員の退職届が提出されていたり、契約書

に「この契約をもって終了とし、更新しない」旨

の記載があれば、「会社都合」の退職扱いにはなり

ません。また、契約期間の途中で、契約期間を更

新しないことについての“覚書”を締結しておく

ことも有効な手段です。 

 なぜ、契約期間を定めるのか？ 単に「正社員に

はできないから…」という理由だけでは、トラブ

ルの原因となる可能性がかなり高くなります。 

 

雇用契約書に記載すべき内容とは 
 

 たとえば 

 

・労働契約法対策 就業規則等諸規定が変更となった場合は、変更後の規則・規定内容

に従うことを承諾します。 

・貸与品の回収 会社からの貸与品を返却できない場合は、次の方法によることを申

し出ます。 

・服務規則 髪の長さ、髪の色、ピアス等の装飾品については次の通りとし、こ

れに違反した場合は、その日の就業を禁止する。 

・賃金 試用期間中に管理職としての職務が遂行できなかった場合は、暫定

役職手当の支給を停止し、一般職として採用する。【幹部候補の場合】 

 

・就業の場所、従事すべき業務に関する事項 

・始業及び終業の時刻、所定労働時間を超える労働の有無、休憩時間、休日、休暇並びに労働者を

2組以上に分けて就業させる場合における就業時転換に関する事項 

・賃金の決定、計算及び支払いの方法並びに昇給に関する事項 
注：昇給に関する事項は書面で交付する必要はありません(パートタイム労働者を除く) 

・退職に関する事項 

期間の定めがある雇用契約 
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社員採用時の適性診断実施 ⇒ ﾌﾘｰﾀﾞｲﾔﾙ 0120-81-4864 

 

 

 

 

 社員は労働契約に基づき、在籍中の義務として、業務上知り得た秘密を漏らすことはでき

ません。しかし、退職後については、“退職後も同様とする”旨の表現が規則や契約にあった

としても、その義務の意識が希薄となり、企業としては大きなリスクとなります。 

①企業が秘密として管理している情報 ②業務上有用な情報 ③公然に知られていない情報 

の３要件すべて満たす情報は、不正競争防止法の「営業秘密」として保護されていますが、

それ以外の情報は、法律上の保護を受けることができません。そこで、それらの情報を守る

必要がある場合は、「機密保持契約書」や「秘密保持誓約書」を取り交わす必要があります。 

企業が守りたいと考えている「情報の範囲」・「秘密保持期間」・「目的外使

用や第三者への開示、媒体の複製などの禁止」を網羅した契約書を退職する

社員と締結しておきましょう。 

また、社員が専門的業務ノウハウや同業他社に漏れてしまうと困る重要な

情報を有している場合は、退職後、同業他社への就職を禁止しなければなら

ないことがあるかもしれません。支配人や株式会社の取締役等については、

法律上、競業避止義務が定められていますが（商法４１条、２６４条等）、一

般社員については、信義則（民法１条２項）上、雇用契約に付随する義務と

して競業避止義務が認められている程度です。 

競業避止義務を課すことについては、憲法２２条「職業選択の自由」に反するところがあ

りますので、より慎重に行わなければなりません。対象労働者の地位、職務内容、転職先の

業務内容、制限期間、場所的範囲、代替措置の有無等を要素として、十分な合理性があるこ

とを確認した上で判断してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         

退職時の契約書・誓約書 

 

金属鋳造用の資材を製造・販売するＡ社での社員２名が退職し、まもなく設立された競合会

社の取締役に就任した。Ａ社では「在職中も在職後も業務上知り得た秘密を他に漏らさず、

退職後２年間は競合会社に関与しない」という「競業禁止契約」を結んでおり、「金属鋳造用

資材の製造・販売業務に従事することの禁止」を求め、２人を提訴した事件。 

 

原則的に社員が雇用中に得た一般的知識・技能を雇用終了後に活用することを禁止する契約

は、職業選択の自由を不当に制限するから公序良俗に反するが、営業秘密を知り得る立場に

ある社員が秘密保持契約を結んでいる場合は、競業禁止義務を負わせることは適法であり、

今回は競業禁止期間が２年間と比較的短く、制限対象職種も限られ、在籍中には機密保持手

当も支給されていたことを考慮すると競業禁止契約は無効とはいえない。 

競業禁止契約が有効だった判例 


